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１．計画の概要 

 

  1-1 背景 

 

 紀伊半島のツキノワグマ個体群は環境省のレッドリストにおいて「絶滅のおそれのあ 

る地域個体群」として保護すべき位置付けにあり、平成 6 年 11 月 1日から狩猟捕獲禁止措 

置がとられてきた。この措置は令和 9 年 9 月 14 日まで継続されることになっている。ま 

た、奈良県においても奈良県版レッドデータブック 2016 改訂版で「絶滅寸前種」に位置づ

け、ツキノワグマの保護を図ってきたところである。 

 一方、奈良県南部の吉野地域においては、ツキノワグマの生息域が人間の生活・生産活

動の場と重複することから、様々な軋轢が生じている。最も危惧される人身被害について

は、その発生は非常に少ないものの、発生した場合には重大な事故となることもあるため、

地域住民はツキノワグマに対する恐怖心を持ち続けている。 

 また、ツキノワグマによる樹皮の剥皮（クマ剥ぎ）被害は平成 20 年度以降 100ha を超え

る高止まり状態が続いており、林業振興の課題の１つとなっている。 

 このように、紀伊半島地域個体群であるツキノワグマを「保護」する一方で、地元住民

の感情面を含めての「安全対策」を講じ、生活基盤としての農林業に対する「被害」を最

小限に抑えていく方策が求められている。本計画は「人の生活」と「クマの生存」の調和

を保つこと、即ち、人とクマとの共存を目標にひとつの基準を示すものである。 

 

 

1-2 目的 

 

 紀伊半島地域個体群の核となる奈良県のツキノワグマ個体群を維持し良好な生息地の保

全と個体数の回復を大前提として、地元住民が常に人身事故に脅えながら生活していかな

ければならない状況や、農林業に対する被害に対して、少しでも改善する事を目的とした

基準を策定することを目的とし、具体的な基本目標は以下のとおりとする。 

 

 （基本目標） 

   ○ 地域個体群としての維持及び個体数の回復 

   ○ 人身被害の防止 

   ○ 林業被害の減少 

   ○ 農業・養蜂（主に、ニホンミツバチ）被害の減少 

 

 

 1-3 対象獣 

 

  奈良県内に生息するニホンツキノワグマ（Ursus thibetanus japonicus） 

  紀伊半島地域個体群（レッドリストの絶滅のおそれのある地域個体群<LP>）一部 

 

 

1-4 期間 

 

  令和 4年 4 月 1日から令和 9 年 3月 31日の 5 年間 

    （2022年 4 月 1日から 2027 年 3月 31日までの 5年間） 

 

 

 

 



 

 

 

  1-5 対象地域 

 

   奈良県全域 

 

 

図１－１ 奈良県の地形 



 

 

２．保護管理の目標 

 

  2-1 現状 

 

  2-1-1 現状の把握  

 

 奈良県では、本計画の基礎となる資料を集めるため、2000 年度（平成 12年度）および、 

2008年度（平成 20年度）に生息状況調査を行った（平成 12 年奈良県ツキノワグマ生息情

報調査報告書,（財）自然環境研究センター,2000（以下「2000 年調査」という）、平成 20

年度自然環境保全基礎調査,環境省自然環境局生物多様性センター,2009（以下「2008 年調

査」という））。また、2016 年度（平成 28 年度）～2018 年度（平成 30 年度）及び 2019

年度（平成 31年度）～2021年度（令和 3年度）にかけて、県森林技術センターにおいて、

カメラトラップによる個体数の推定調査を行った（以下それぞれ「2016 年～2018年調査」

「2019年～2021年調査」という）。 

  2000年調査では、アンケートによりツキノワグマの分布状況や推定個体数および被害状

況を調査した。対象者は、猟友会員・森林管理署・森林組合・市町村担当課とした。その

結果として、分布および被害状況については 1996 年～2000 年（平成 8 年～12 年：5 カ年

間）の情報を、推定個体数については 2000年（平成 12年）時点での情報を得た。なお、

分布についての和歌山県および三重県の情報は、奈良県と同じ要領で同時期に調査して得

られたものである。 

 2008年調査では、アンケート調査、ヘアトラップ調査、カメラトラップ調査、自然環境

調査を実施した。アンケート調査は、2000年調査とほぼ同じ内容で狩猟者を対象に行い、

ツキノワグマの分布状況や推定個体数および被害状況を調査した。その結果、分布および

被害状況については 2004 年～2008 年（平成 16年～20年：5 カ年間）の情報を、推定個体

数については 2008年（平成 20年）時点の情報を得た。ヘアトラップ調査は、県内 3 村の

調査地において計 47 箇所より試料を採取し、遺伝子分析により個体数を調査した。カメラ

トラップ調査は、ヘアトラップ調査の補完調査としてヘアトラップの一部（28箇所）に自

動撮影カメラを設置し実施した。自然環境調査は、アンケート調査で得られたツキノワグ

マの生息する分布区画において 1kmメッシュ毎に植生自然度を抽出して自然環境評価を行

い、ツキノワグマの生息に適する分布区画を抽出した。それぞれの調査の結果から 2008

年（平成 20年）時点の推定個体数を算出した。 

 2016年～2018年調査では、カメラトラップ調査、アンケート調査を実施した。カメラト

ラップ調査は、十津川村と上北山村の広葉樹林内（各 15箇所）に自動撮影カメラを設置し、

胸部斑紋の識別により個体数を調査した。アンケート調査は、2000 年調査および 2008 年

調査とほぼ同じ内容で狩猟者を対象に行い、2008 年調査と同様の自然環境評価により、ツ

キノワグマの生息に適する分布区画を抽出した。これらの調査の結果から 2018 年（平成

30年）時点の推定個体数を算出した。 

 2019年～2021年調査では、2016 年～2018年調査と同様にカメラトラップ調査を実施し

たが、2019年には、上北山村の調査地に至る林道が崩落したため、十津川村（15カ所）、

上北山村（2カ所）で調査を行った。2020年には、上北山村の２カ所の調査地までの林道

も崩落の危険があるため調査を中止し、十津川村（15カ所）で調査を行った。2021 年にお

いては、十津川村において調査地を増やして（15 カ所→20 カ所）調査を行った。これら調

査の結果から 2021年（令和３年）時点の推定個体数を算出した。 

 以下、本計画中で用いる数字で行政資料以外のものは、これら４つの調査の結果である。 

 

  2-1-2 紀伊半島地域個体群について   

 

 紀伊半島地域個体群は、中京地方と京阪神を結ぶ交通網で白山・奥美濃地域や近畿北部

地域の個体群の分布域とは分断され、孤立していると考えられる。当地域のツキノワグマ



 

 

は、頭蓋基底全長について見ると、東北地方や白山・奥美濃地域個体群に比べ小さいこと

（花井、1998）、性的二型＊は明瞭で、メスはオスより小型であることなどの特徴を持っ

ている。また、近年の遺伝子の研究結果からは、琵琶湖から東北地方にかけてのグループ

や琵琶湖から中国地方にかけてのグループとは異なる、紀伊半島と四国の遺伝子グループ

として数万年前に他の個体群から分かれたと考えられ、更に遺伝的多様性が減少している

ことがわかっている（大西  他 2009）。このように孤立した分布状況や生物学的特徴を持

った地域個体群は、将来にわたり健全な個体群として存続させなければならない。 

 図２－１に和歌山県・奈良県・三重県の各県において実施されたツキノワグマ生息調査

（2000年度実施）の分布情報を合わせたものを示す。 

 分布域は、三重県南西部―奈良県南部―和歌山県北東部にかけて広がっており、分布地

点の最外郭を結んだ面積は約 5,000km2である。ただし、これらの地域全てがツキノワグマ

の恒常的生息域とは考えられない。主要な生息域は大峰山系と台高山脈および護摩壇―大

塔山系地域と考えられる。 

 当地域個体群は、平成 10年度クマ類の生息実態等緊急調査報告書（（財）自然環境研究

センター、1999）によれば、180 頭前後と推定され、絶滅危惧地域個体群（個体数が 100

頭から 400頭程度で、現状を放置すると危機的地域個体群に移行するおそれのある地域個

体群）とされており、主要な生息域の大部分を占める奈良県における「保護管理」は当個

体群の維持に重要な役割を果たすものとなる。 

 
（＊）性的二型・・・オスとメスの性による形態の差異 

 

        （出典） 

    第四期の気候変動がツキノワグマの遺伝構造に与えた影響 

    大西 尚樹（森林総合研究所・東北支所）・鵜野レイナ（慶応大学・先端生命） 

    石橋 靖幸（森林総合研究所・北海道支所）、玉手 英利（山形大学・理学部） 

    大井 徹（森林総合研究所） 

     掲載誌：Heredity（遺伝学）：102 巻 6 号、579-589ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 紀伊半島におけるツキノワグマの分布状況（1km メッシュ標記） 

（ツキノワグマ生息調査（奈良県、和歌山県、三重県 2000年実施）） 



 

 

 2-1-3 生息動向および捕獲動向 

 

 以下に示すように分布は拡大傾向、推定個体数も増加傾向と判断されるが、依然として

ツキノワグマの個体数推定調査の蓄積が少ないため、データ蓄積を図りながら慎重に判断

していく。 

 

①生息分布 
 

2000年調査、2008年調査および 2016～2018年調査におけるアンケート調査によるツキ

ノワグマの分布区画の変化を図２－２に示す。 

2000年調査と 2008年調査を比較すると、新たに分布区画が増加した地域には、五條市、

下市町、黒滝村、吉野町、大淀町などを含む県中西部が挙げられる。一方、分布区画が減

少した地域には、東吉野村、御杖村などを含む県中東部が挙げられる。また、県中西部の

分布区画の増加は、2004 年の吉野町における有害捕獲の実績や、2006年から黒滝村におい

て林業被害の発生が始まることなどから、その傾向が読み取ることができる。 

 2016 年～2018 年調査では、東吉野村、御杖村などを含む県中東部で分布区画の増加が

見られる。2008年調査以降、東吉野村で５件、御杖村で１件の出没情報が得られているこ

とからも、県中東部への分布が拡大傾向にあると考えられる。 

また、2024年（令和 6 年）6月には従来ツキノワグマの生息が報告されていない地域（ツ

キノワグマ保護管理重点地域の外）である吉野町の吉野川以北地域でもツキノワグマの出

没が確認されたことから生息域が拡大していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2000 年調査          2008 年調査         2016～2018 調査 

 

図２－２ アンケート調査によるツキノワグマの分布区画（5km メッシュ区画） 

 

 ②推定個体数 
 

  2008 年調査によるアンケート調査は、2000 年調査とほぼ同じ質問内容で実施された。 

それぞれの結果を表２－１に示した。これによると、各市町村の推定個体数の平均値を合

計した県内の推定個体数は、123.7 頭（2000 年調査）から 238.09 頭（2008 年調査）に増

加している。 

また、2008年調査では、回答者が居住する市町村における最近 5 年間での個体数の増減

傾向についても質問している（表２－２）。これによると、回答者の約 8 割が個体数は増



 

 

加したと回答しており、地元住民は個体数が増加している印象を持っていることが推測さ

れる。 

このほか 2008 年調査では、ヘアトラップ調査およびカメラトラップ調査から調査地域に

おける個体数とともに、調査地域におけるツキノワグマの行動範囲を半径 2km、3km、4km

と仮定して平均生息密度を推定している。さらに、アンケート調査および自然環境調査か

ら県内の生息分布面積を推定し、これらのデータから推定個体数を算出した。その結果、

本県の推定個体数は 103.8～269.0 頭（中間値は半径 3kmの試算による 157.6 頭）となって

いる（表２－３）。 

 2016年～2018年調査では、カメラトラップ調査から 2008年調査と同様に平均生息密度

を推定している。さらに、アンケート調査および植生調査３次メッシュデータ（環境省が

公開している植生調査のメッシュデータ）より生息分布面積を約 1,887 ㎢（1,780 区画×

第３次メッシュの区画面積 1.06 ㎢）と推定し、これらのデータから推定生息数を算出した。

その結果、本県の推定個体数は 174.6～466.7 頭（中間値は半径 3km の試算による 267.3

頭）となっている（表２－４）。 

 2019 年～2021 年調査においても、カメラトラップ調査から平均生息密度を推定してい

る。2016年～2018年調査と同様に生息分布面積を約 1,887 ㎢（1,780 区画×第３次メッシ

ュの区画面積 1.06㎢）と推定し、これらのデータから推定生息数を算出した。その結果、

本県の推定個体数は 69.4～189.4 頭（中間値は半径 3kmの試算による 107.5 頭）となって

いる（表２－５）。 

 

表２－１ アンケート調査による各市町村の平均個体数 

（2000年および 2008 年調査より） 

               2008 年調査                            2000 年調査 

 

表２－２ アンケート調査によるツキノワグマ個体数の増減傾向（2008 年調査より） 

増減傾向 回答数 （ 割合 ）

増加 54 （ 78.3% ）

変わらない 2 （ 2.9% ）

変わらない　または　減少 1 （ 1.4% ）

減少 2 （ 2.9% ）

わからない 10 （ 14.5% ）

 

 



 

 

 

表２－３ トラップ調査によるツキノワグマの推定個体数（2008 年調査より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－４ カメラトラップ調査によるツキノワグマの推定個体数 

（2016年～2018年調査より） 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

表２－５ カメラトラップ調査によるツキノワグマの推定個体数 

（2019年～2021年調査より） 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 ③捕獲数 
 

  奈良県における捕獲数（5年間の移動平均）の推移を図２－３に示す。1925年度（大正

14年度）から 1942年度（昭和 17年度）までは、平均して 10-20 頭の間で推移していた。

1939 年度（昭和 14 年度）以降捕獲数は減少するが、これは満州事変や第二次世界大戦な

ど、捕獲を行うことが難しかった時代を反映しているものと思わる。 

 1946 年度（昭和 21 年度）から 1955 年度（昭和 30 年度）の期間の捕獲数は増加を示し

1955年度（昭和 30年度）には 23.0頭となって戦前の最大値以上まで増加している。この

時期は、戦後の復興が始まり、また拡大造林によりツキノワグマの生息域が大きく変化し、

奥山まで人が入り込み多くのツキノワグマが捕獲されたと考えられる。 

  1955年度（昭和 30年度）以降、1960年度（昭和 35年度）までは減少しているが、これ

が過度の捕獲圧による個体数減少を反映したものかどうかは断言できない。 

 1961年度（昭和 36年度）から 1971年度（昭和 46年度）まで捕獲数は増加傾向を示し、

その後増減はあるものの約 20～25頭と高い捕獲数を維持していた。 

 1985年度（昭和 60 年度）以降は、減少傾向を示し、1994年度（平成 6 年度）以降は捕

獲していないか、捕獲しても１頭であった。この近年の捕獲数の減少は、1994年（平成 6

年）11月１日より狩猟禁止による保護施策のためと考えられる。 



 

 

図２－３ 奈良県におけるツキノワグマ捕獲数の推移（5年移動平均値） 

 

  1980年度（昭和 55年度）から 1992年度（平成 4年度）までの狩猟による捕獲地点をみ

ると、県南部の吉野郡、特に十津川村・上北山村・川上村で捕獲が多く、1980-1984 年度

（昭和 55年度-昭和 59年度）では県南部の吉野郡で 44頭、県中北部の宇陀郡では 6 頭の

ツキノワグマが捕獲されていた。1985年度（昭和 60年度）以降の捕獲地点は、全て吉野

郡であった（図２－４）。 

 1992年度（平成 4 年度）より狩猟の自粛が行われ、1993年度（平成 5年度）の狩猟実績

は 0 頭。1994 年度（平成 6 年度）からは狩猟による捕獲が禁止された（平成 14 年環境省

令第 28 号：2022年（令和 4年）9月 14 日まで延長中）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ 狩猟による捕獲状況（5 ㎞メッシュ単位） 



 

 

2-1-4 被害の概況 

 

 奈良県林業統計による、ツキノワグマによる被害状況（実損被害面積）を表２－５－１、

および図２－５－１に示した（林業普及指導員による聞き取り調査）。 

 被害は、県南部の天川村・川上村・十津川村・上北山村・下北山村・野迫川村・黒滝村

で発生しており、特に上北山村の被害が大きい。ツキノワグマが分布している大塔村（現

・五條市大塔町）では、現在のところ森林被害報告年報（森林病虫害等）には報告されて

いない。実損被害面積の推移をみると、1993 年度（平成 5 年度）からの 3 年間は 10ha 前

後であったが、1998 年度（平成 10 年度）以降は 20ha～100ha 以上と大幅に拡大し、2008

年（平成 20年度）以降は 100ha を超える高止まり状態が続いている。 

 

 2000年調査のアンケート調査（358件送付、有効回答 114件）で把握した被害状況は、 

林業被害が 82.5％（94 件）を占め、次に養蜂被害が 9.6％（11件）、人身・その他が 7.9 

％（9 件）となっていた。奈良県ではスギ・ヒノキの植林木に対する樹皮剥ぎによる林業

被害が主流をなしている。 

 被害の発生地点を見ると、林業被害は川上村・天川村・上北山村・下北山村・野迫川村

・十津川村、養蜂被害は上北山村・十津川村、人身・その他は下北山村・十津川村で発生

していた。加えて 2003 年度（平成 15 年度）に天川村、2005 年度（平成 17 年度）に野  

迫川村、2006年度（平成 18年度）に上北山村、2016 年度(平成 28年度)に野迫川村で、2021

年度（令和 3 年度）に東吉野村で、2024年度（令和 6年度）に十津川村で、それぞれ１件

の人身事故（負傷）が発生した。 

また、人身事故（負傷）には至っていないが、2024年度（令和 6 年度）6月には従来ツ

キノワグマの生息が報告されていない地域（ツキノワグマ保護管理重点地域の外）である

吉野町の吉野川以北地域で、イノシシ及びニホンジカの有害捕獲を猟犬を放し実施してい

た猟師がツキノワグマに遭遇し、自身の方へ向かってきたためやむを得ず猟銃により捕殺

した事案が発生した。 

 

 

 

2-1-5 被害対策の概況 

 

 1994 年（平成６年）に国による（狩猟行為での）捕獲禁止措置がとられるまで、被害 

防除対策としては、「有害鳥獣駆除による捕獲」のみで実施されていた。1994年（平成６

年）以降は「有害鳥獣駆除による捕獲」であっても、狩猟と同様に原則、殺処分を認めて

こなかったため、被害対策としての捕獲（殺処分）は実施していない。 

 奈良県ツキノワグマ保護管理計画を策定した 2002年（平成 14 年）以降は、ツキノワグ

マが集落周辺等に出没し、人身被害が生じる恐れがある場合等は、捕獲して学習放獣を実

施している（図２－６）。 

 また、ツキノワグマの生態や習性を記載した普及啓発用のリーフレットを作成し、ツキ

ノワグマが生息する市町村役場や、観光客の出入りが多い道の駅（大淀ｉセンター他）等

に設置して、事故の防止を図っている。 

 クマ剥ぎ対策としては 2002年度（平成 14年度）に、ビニールテープ等を造林木に巻き

付け被害を防ぐ事業を試験的に実施した。また、森林技術センターでは 2006 年度（平成 

18年度）より、簡易で安価な防除方法について調査を行っているところである。 

 2013 年度（平成 25 年度）より造林補助事業で効果的な剥皮被害防止の手法の経費が助

成対象となった。実損被害面積・被害区域面積ともに 2012 年度（平成 24 年度）をピー

クに減少している。 

 

 



 

 

表２－５－１実損被害面積の推移（ha） 

年度 黒滝村 天川村 川上村 十津川村 上北山村 下北山村 野迫川村 年度計 

1993   7.7 3.0 1.0   0.0 0.0 11.7 

1994   7.0 3.0 1.0   0.0 0.0 11.0 

1995   0.4 2.0 1.0 3.0 4.3 0.0 10.7 

1996   1.0 5.0 1.5 4.4 5.6 0.0 17.5 

1997   1.8 5.0 2.0 1.7 6.1 0.0 16.6 

1998   1.7 5.0 1.0 5.7 6.8 0.0 20.2 

1999   1.0 2.5 2.0 7.9 7.4 0.0 20.8 

2000   1.0 40.0 2.0 17.0 8.1 0.0 68.1 

2001   1.0 40.0 0.8 17.0 10.7 0.0 69.5 

2002   5.0 0.9 2.8 25.5 11.7 0.0 46.0 

2003   4.6 1.0 0.7 46.0 11.7 0.0 64.0 

2004   9.0 1.0 0.6 57.0 3.0 3.0 73.6 

2005   9.9 1.0 0.8 35.0   5.0 51.7 

2006 0.1 10.7 1.0 1.0 30.0   5.5 48.3 

2007 0.1 10.7 1.0 1.2 80.0   5.5 98.5 

2008 0.1 11.3 1.0 1.2 81.0   5.8 100.4 

2009 0.1 17.0 1.0 1.0 85.0   5.8 109.9 

2010 0.1 17.0 1.0 1.0 87.0   5.2 111.3 

2011 0.1 23.0 1.0 1.0 85.0   5.7 115.8 

2012 0.1 27.1 1.0 1.1 85.0   5.7 120.0 

2013 0.1 23.0 1.2 1.1 85.0   5.7 116.1 

2014 0.1 23.0     85.0 1.4 5.7 115.2 

2015 0.1 20.0   85.0 0.2 2.0 107.3 

2016 0.1 20.0   85.0 0.3 6.8 112.2 

2017 0.1 20.0   85.0 0.3 6.8 112.2 

2018 0.1 20.0   85.0 0.3 3.0 108.4 

2019 0.1 20.0  0.0 85.0 0.4 3.0 108.5 

2020  14.0   85.0 0.4 3.0 102.4 

2021  14.0   85.0 0.6 3.2 102.8 

2022  14.0 0.3  8.5 0.6 3.2 26.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５－１ 実損被害面積の推移（ha） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ 捕獲と学習放獣の状況 

 

 

 

 2-2 保護管理の目標 

 

 2-2-1 個体群の維持および発展 

 

 保護管理のための区分として、環境省作成の「特定鳥獣保護・管理計画作成のためのガ

イドライン（2010 年 3月）」では次の個体数水準および里山特定個体の区分が用いられて

いる。 

 

個体数水準１（危機的地域個体群） 

  個体数（成獣、以下同じ）100頭以下、または分布面積が極めて狭い（例えば＜1,000

㎢）地域個体群。 

 

個体数水準２（絶滅危惧地域個体群）   

  個体数が100頭～400頭程度で、現状を放置すると水準１の危機的地域個体群に移行す

るおそれのある地域個体群。 

 

個体数水準３（危急地域個体群） 

  個体数が400頭～800頭程度で、現状を放置すると水準２の絶滅危惧地域個体群に移行

するおそれのある地域個体群。 

 

個体数水準４（安定存続地域個体群） 

  個体数が800頭以上で、絶滅のおそれは当面ない個体群（しかし乱獲や不適切な管理に

よっては水準３の危急地域個体群に移行するおそれのある地域個体群）。 

 

里山特定個体 

 里地里山環境の変化により、過去数十年間の間に分布域拡大が起きた地域の個体群。 

各個体数水準に含めるが、被害防除のため必要に応じて分布管理を行う。 

 



 

 

 

 

 

 

2008年調査および 2016 年～2018 年調査から算出された推定個体数から、調査方法は異

なるものの、個体数は増加傾向であったが、2019 年～2021 年調査から算出された推定個体

数は減少している。ただし、十津川村での撮影回数は平成 30 年(2018 年)以降概ね一定で

推移していること等から、生息密度が減少傾向にあるとは断言できないと考えている。 

 また、紀伊半島地域個体群全体での個体数は、平成 10 年度クマ類の生息実態等緊急調査

報告書（（財）自然環境研究センター、1999）において、180 頭前後と推定されて以来調

査されていないが、今回の奈良県における調査結果から、400 頭以下である可能性が高い

ため、個体数水準は引き続き、２（絶滅危惧地域個体群）と考えられる。 

 保護管理の目標としては、紀伊半島地域個体群の核となる奈良県のツキノワグマ個体  

群を維持し、個体群としての質的・量的な発展（個体数の回復）を図ることにより、紀伊

半島地域個体群が絶滅危惧地域個体群（個体数水準２）から危急地域個体群（個体数水準

３）へ移行することを目指す。 

 

 2-2-2 農林業被害の軽減および人身被害の防止 

 

 人間生活において軋轢となっているツキノワグマによる農林業被害を軽減し、また、ツ

キノワグマとの遭遇などによる人身被害の防止を図る。 

 
 
３．目標を達成するための施策 

 

  3-1 基本的な考え方 

 

  県内に生息するツキノワグマ個体群の現状をもとに、出現場所に応じた保護管理を実施

することで、個体群の質的・量的な発展を図る。 

  人身被害の防除対策については、ツキノワグマの生態に関する正確な知識の普及啓発を

行うとともに、誘引物の除去や防護柵の設置等の予防策の推進や出没時の対応等、危機管

理体制を整備する。また、農林業被害対策としては、現在有効と考えられる防除方法の普

及啓発を推進する。 

 

 3-2 恒常的生息地域と保護管理重点地域 

 

 先述の 2-1-3 生息動向および捕獲動向から、本計画では、第１次計画で設定した恒常的

生息地域（旧西吉野村、旧大塔村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、

川上村）に、黒滝村、下市町、東吉野村、旧五條市の吉野川以南の地域、吉野町を加えた

地域を「ツキノワグマ保護管理重点地域」と設定し、保護管理を推進する（図３－１）。 

 

 3-3 近隣県との連携 
 
 奈良県に生息する紀伊半島地域個体群の分布域は、三重県および和歌山県を加えた 3県

にまたがり分布していることから、これらの県と連携し、紀伊半島地域個体群の生息動向

の把握や個体群の維持・発展を図る。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ ツキノワグマの恒常的生息地域と保護管理重点地域 

 



 

 

４．生息地の保護および整備に関する事項 

 

 4-1 生息環境の保護 

 

 奈良県の 3ヶ所に存在する生息好適エリアにおいては、ブナ林を中心とした好適な環境

を維持するとともに、その充実を図る（図４－１）。 

 

 

図４－１ 生息好適エリアの状況 

 

 

 

 

 

 4-2 生息環境の整備 

 

 生息好適エリア周辺 10-20km程度に存在する周辺エリアについては、地域住民の生活も

配慮しつつ、ヤブツバキクラスの二次林（コナラ林）等の比較的良好な生息地を保全し、

あわせてそうした生息地と生息好適エリア間の移動ができる環境を作ることで、地域全体

で生息好適エリアを補完できる環境を整備する。 

 

 



５．保護管理のために必要な事項 

 

 5-1 被害防除対策 

 

 5-1-1 人身事故の防止 

 

加害個体を作らないために、ツキノワグマの出没が予想される時期および目撃情報が

入った場合、以下のとおり対応する。 

 

 ○ツキノワグマを引き寄せる原因となる生ゴミ等を適正に処理し、ツキノワグマが採餌

することがないよう、ゴミの保管法・収集法を改善するほか、地域住民、飲食店・キャ

ンプ場・ホテル・旅館等への周知を図る。 

 

 ○人家付近に設置しているニホンミツバチの巣箱には、電気柵の設置等適正な管理を啓

発する。また、巣箱がツキノワグマを誘引していると推測される場合は、巣箱の移動ま

たは撤去を要請する。 

 

 ○廃棄農畜産物や放棄された柿・栗園の果実など、ツキノワグマが餌付くおそれがある

誘引物の除去を啓発する。 

 

 ○ツキノワグマによる事故を未然に防ぐため、生息地域の市町村および住民等に対して、

ツキノワグマの生態に関する正しい知識の提供と普及啓発を行う。 

 

 ○ツキノワグマ生息地内の観光地においては、観光客に対してツキノワグマの出没や被

害回避についての情報を提供する。 

 

 ○集落内または集落周辺での出没時および錯誤捕獲時における県、市町村、警察、猟友

会地元支部との連絡・対応等、危機管理体制を整備する。 

 

 5-1-2 農林業被害の防止 

 

 電気柵の設置、トタン・テープ巻き、忌避剤等の有効性について検討し、特に確実性の

高い被害防止法については、可能な限り各種事業の中で積極的に取り入れていく。特に人

工林の壮齢林の樹皮を歯や爪で剥ぐ「クマ剥ぎ」の被害が大きいので、被害防止対策の事

業や技術の情報提供を行っていく。一方で、地域に適合した新たな防止法の研究を推進す

る。 

 

 【各種被害対策の現状と課題】 

 

 ○電気柵：コストは高いが効果的な方法。林地を対象とする場合は柵の延長が長くなる 

 のが課題である。また、漏電等の点検もかなりの時間を要する。 

 

 ○トタン巻き：立木にトタンを巻き付ける方法。ただし、立木全てに巻くのは非現実的 

 であり、トタンを林地まで運搬するのが困難でもある。 

 

 ○テープ等の巻きつけ：樹幹に山側から立木の地際より 1.5m程度の高さまでテープ等を

巻き付ける方法。現在最も有効でかつ現実性が高いと思われる。各種資材が開発されて

おり技術的にも簡易である。 

 



 ○忌避剤：忌避効果の期間や、水の調達などの問題がある。 

 ○その他：他府県での成功例等の情報収集に努める。 

 

 5-2 出没時の対応 

 

 5-2-1 対応の基本方針 

 

 ツキノワグマの出没への対応は、出没場所と人身被害が発生する可能性の大きさにより、

一般対応と緊急対応に区分する。（違法および錯誤捕獲を除く） 

 ・一般対応…ツキノワグマの目撃情報に基づく対応 

 ・緊急対応…ツキノワグマが人家敷地内、集落内およびその付近に頻繁に出没し、人身

被害の発生または発生するおそれが非常に強い場合の対応 

 

なお、「ツキノワグマ保護管理重点地域」の市町村においては、集落や観光地における

突発性の事故に対処するため、県は市町村からの「有害鳥獣捕獲（銃器）」の許可申請に

対して随時許可する。 

 

※【ツキノワグマ保護管理重点地域】 

 

五條市（吉野川以南）、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、 

川上村、黒滝村、吉野町、下市町、東吉野村 

 

 

 5-2-2 一般対応 

 

① 情報の収集 

県は、目撃情報を入手した市町村から以下の事項を具体的に聞き取る。 

 

・目撃場所、日時、目撃者、出没状況 

・被害の発生状況（対象物の特定） 

・地元への注意喚起状況（注意喚起未実施の場合は注意喚起を依頼） 

・関係機関等との情報共有、連携、調整状況 

 （必要に応じて警察や学校等、地元関係機関への対応を依頼） 

 

 

② 報道発表の検討 

   以下の場合、県は速やかに報道発表を行う。 

 

・人身被害が発生した場合 

・ツキノワグマ保護管理重点地域以外での出没 

・観光地施設等の人が集まる施設、名勝等の周辺での出没 

・その他、報道発表が必要な場合 

 

 

③ 対策の実施 
ツキノワグマが出没した原因を究明し、誘因物がある場合は、その誘因物の除去

等の対策を行う。侵入経路が分かる場合は、電気柵等の侵入防止対策を検討する。

また、住民等に対して、誘因物となる生ゴミ等の適正な処理等について周知徹底

を図る。 



 

④ 捕獲の実施 

 

    １）捕獲を行うケース 

      捕獲は人身被害発生の恐れのある以下の場合に限定して実施することとし、 

      県と市町村が協議し、県が決定する。 

 

・人家敷地内、集落およびその周辺に出没した場合 

・公共施設およびその周辺に出没した場合 

・学校など公共施設への移動路に出没した場合 

 

 

    ２）捕獲機材 

        捕獲は、はこわな（可搬式の小型で、かつ個体を傷つけない形状のもの）に限定

し、はこわなの設置場所は県と市町村で協議を行い決定する。 

 

    ３）必要な手続き 

        はこわなによる捕獲にあたっては、事前にわなによる「有害鳥獣捕獲（捕獲檻）」 

の許可を市町村が県より取得するものとする。なお、「はこわな」による捕獲期間 

は 1ヶ月を最大とする。 

 

    ４）はこわなの設置体制 

    はこわなの設置は必要最小限の関係者で対応する。 

 

 5-2-3 緊急対応 
 

①関係機関との協議 

ツキノワグマが人家敷地内、集落内およびその付近に頻繁に出没し、人身被害の発生

または発生するおそれが非常に強い場合は、県、市町村、警察、猟友会地元支部等の関

係機関が協議し、緊急対応とする。 

 

 ②わなによる捕獲 

  捕獲にあたっては 5-2-2-④に準じるが、市町村は県および警察と十分に連絡調整し、

県の指示により行う。 

 

  

 ③銃による捕獲 
緊急対応としてわなを設置したが捕獲できない状況において、県が市町村からの「有

害鳥獣捕獲（銃器）」を許可している場合に限り、県、市町村、警察の協議により銃器

の使用を判断する。 

 

 

 5-3 捕獲後の対応 

 

 5-3-1 対応準備 

 

①関係者への通知と捕獲現場での対応準備 
わな設置者は、わなの見回りの際、捕獲を確認したら市町村へ連絡する。連絡を受



けた市町村は、県担当課に連絡するとともに、警察や猟友会地元支部等の関係機関に

連絡する。 

  県担当課は、管轄の県農林振興事務所ほか関係機関へ通知するとともに、 

捕獲現場での対応を準備し、捕獲現場に直行する。 

 

 5-3-2 捕獲個体の取扱い 

 

①捕獲個体の計測 

捕獲した個体については、今後の保護管理を推進するための資料として、麻酔薬によ

り眠らせた後、体重等の計測を実施する。また、初めての捕獲個体については、放獣後

の監視、個体識別のため、イヤータグ、マイクロチップを装着する。 

 
②学習放獣か殺処分かの判断 
  捕獲した個体については、原則として学習放獣を行うものとするが、緊急対応と

して捕獲した個体については殺処分も可能とする。 

緊急対応で捕獲した個体を学習放獣するか、殺処分を行うかの判断については、

以下の事項を考慮し、県、市町村、警察、猟友会地元支部等の関係機関が協議して

決定する。 

 

・人への加害経験が明らかであるかどうか 

・家畜等への加害経験が明らかであるかどうか 

・人家および敷地内、納屋等への侵入が明らかであるかどうか 

・集落付近に頻繁に出没しているかどうか 

・誘引物等の除去等の被害対策が徹底できているかどうか 

・有害鳥獣捕獲による捕獲実績が２回目（過去に学習放獣した個体）で

あるかどうか（錯誤捕獲を除く） 

 

 

 5-3-3 学習放獣 
 
 ①放獣場所の選定 
  放獣場所については、捕獲された市町村内とする。ただし、保護管理重点地域（図３

－１）以外の市町村に出没し、捕獲された個体については、原則、保護管理重点地域で

ある市町村内で放獣することとし、保護管理重点地域の市町村のうち、同意を得られた

市町村内で選定する。 

 

②学習方法 
 学習放獣の効果を高めるため、捕獲個体にカプサイシンスプレーや、爆竹等による 

 「おしおき」を実施し、「人は怖い」、「集落周辺に出没すると怖い目にあう」ことを 

学習させた後、放獣する。 

 

 5-3-4 殺処分 

 

 ①埋設場所の選定 
  埋設場所については、捕獲された市町村内を原則とし、県と市町村の協議により選定

する。 
 



 
 ②殺処分方法 

捕獲した個体を殺処分する場合は、原則として薬剤による安楽死とする。 

 

 

 

  5－4 違法および錯誤捕獲の対応 

 

  5-4-1 捕獲個体の取扱い 

  くくりわな等によりツキノワグマが違法または錯誤捕獲された場合には、原則として 

学習放獣するものとし、以下の事項に留意して 5-3の手順に基づき対処する。 

 

・わなが外れる等の緊急事態に対応するため、鳥獣捕獲従事者による待機体制をとる

ものとする。 

・麻酔実施後のわなの解放は原則としてわな設置者が行う。 

・負傷の程度がひどいケースなど明らかに放獣が無理と判断される場合は、捕獲状態

にて安楽死処分とする。安楽死処分の判断は、県、市町村、猟友会地元支部の協議

により、県が行う。 

・違法またはその疑いのある方法で捕獲された個体は、証拠物として管轄警察署の所

管となるものであり、放獣の実施にあたっては、事前に管轄警察署の了解を得るも

のとする。 

・個体が負傷（軽度の傷）している場合は、消毒等の治療を行う。 

 

 

  5-4-2 錯誤捕獲の未然防止対策 

 

  錯誤捕獲をなくすため、わなの設置にあたって狩猟者に対して以下の事項に留意する 

よう周知する。 

 

・ツキノワグマの生息している地域において、クマ以外の獣類捕獲用のはこわなを設

置する際は、柿等のツキノワグマが好むエサの使用を避ける。 

・痕跡等で現にツキノワグマが出没していると考えられる場所では、くくりわなやは

こわなの設置を自粛する。 

・わなの設置前に設置場所に出没する鳥獣について、入念に確認・検討を行った上で

捕獲を実施する。 

 

 

 くくりわな直径 12 ㎝以下の規制緩和地域（イノシシ・シカに限る）について 

 

奈良県ニホンジカ第二種特定鳥獣管理計画および奈良県イノシシ第二種特定鳥獣管

理計画において、ツキノワグマの保護管理重点地域（図３－１）以外の地域に限り、

くくりわなの直径の規制（12cm以下）を解除するが、規制解除にあたっては狩猟者に

対して以下の事項の周知徹底を図る。 

・規制を解除する地域（解除しない地域との明確化） 

・規制を解除しない地域のくくりわなの直径12cm以下規制の遵守 

 

 



 

６．モニタリング 

 

  紀伊半島地域個体群の核となる奈良県のツキノワグマ個体群を維持し、個体群として 

の質的・量的な発展（個体数の回復）を図るとともに、ツキノワグマによる被害を最小限

に抑えるためには個体群や被害発生状況のモニタリングが極めて重要であることから、以

下の各種モニタリングを継続して実施していく。 

 

 6-1 出没・目撃情報調査 

 

 ツキノワグマによる人身事故は、目撃情報を基にした情報収集と危機管理体制の運用 

により、突発性の事故を除きほとんど防ぐことができると考えられる。このため的確によ

り多くの情報を収集し事故の防止に努める。 

 

  対象者 ：市町村、鳥獣保護管理員、森林組合 等 

  調査様式：ツキノワグマ目撃・被害情報調査票 ・・・・・図８－１ 参照 

 

 

 6-2 猟期の出会い・痕跡情報調査 

 

 紀伊半島のツキノワグマは捕獲禁止ではあるが、狩猟時に山中にて目撃したり、または

痕跡を発見したりする可能性は大きい。そのような、特に山中での情報はツキノワグマの

生息状況を把握する際の貴重なデータとなり、かつ林業被害対策を講じる場合においても

活きてくるものである。そのために、狩猟者登録の際に狩猟者に対し、一般の捕獲報告と

同時にツキノワグマに関する情報提供の協力を呼びかける。 

 

  対象者 ：狩猟者 

 調査様式：クマ目撃・痕跡調査についてのお願い ・・・図８－２ 参照 

 

 

 6-3 林業被害調査 

 

 ツキノワグマには、立木に対する剥皮、いわゆるクマ剥ぎという習性がある。奈良県は

特に日本有数の林業地帯であり、かつ知名度の高い高級銘柄材の生産地であることから、

このクマ剥ぎによる経済的損失は無視できない。 

 現在のところクマ剥ぎの発生機構は解明されてはいないが、一部の府県では市販の剥 

皮防止資材の設置を別途事業と関連づけて事業補助の対象として実施しているところが 

ある。奈良県では有害鳥獣捕獲以外の手段でクマ剥ぎ被害に対応してきた経験はなかっ 

た。しかし、2002 年度（平成 14 年度）に、緊急雇用対策事業を利用して、十津川村、上 

北山村および川上村においてビニールテープや荒縄をスギ・ヒノキ造林木に巻き付け被 

害防止方法を試験的に実施した。 

 また、県森林技術センターでは 2006 年度（平成 18年度）より、北村森林保護財団から

の受託試験において、黒滝村に試験地を設定して、より簡易で安価な防除方法について調

査を実施し、数年間は被害を低減することが可能な手法を考案した。 

 今後も効率的かつ有効な対策を講じるために調査研究等によって基礎資料を蓄積しな 

がら、その剥皮防止方法を普及啓発し、将来的な事業化も検討することとする。 

 

 

 



 

 6-4 生息状況調査 

 

 適正な保護・管理を進めていくためには、生息数の把握が必要不可欠であるため、アン

ケート調査、ヘアトラップ調査、カメラトラップ調査等の生息状況調査を実施する。加え

て、より精度の高い個体数推定の調査手法についての検証も実施する。 

 

 6-5 個体分析調査 

 

 個体から得られる情報は、紀伊半島のツキノワグマの生理・生態を知る上で必要不可欠

なものであるが、捕獲禁止である現状よりその収集は困難である。よって捕獲を行った場

合、可能な限りのデータの収集を図る。分析においては大学その他の研究機関等の協力を

得て行うものとする。なお、データの整理、蓄積および管理は県が行うものとする。 

 

 6-6 堅果類の豊凶調査 

 

  2004 年（平成 16 年）以降、ツキノワグマの人里への大量出没が社会的な問題となっ

ているが、大量出没はクマ類の秋季の主要な餌資源となるブナ、ミズナラ、コナラ等の

堅果類の豊凶と関係していることが、大学・国・他府県の研究機関の研究結果からわか

ってきている。そして、いくつかの県では堅果類の豊凶を調査することにより、ツキノ

ワグマの出没を予測し、行政資料としたり、県民に出没に対する注意喚起を行っている。 

  奈良県では、2012 年度（平成 24 年度）より試験研究機関を中心にブナ・ミズナラ・

コナラの堅果類主要 3 樹種において豊凶調査を実施している。これまでの調査結果では、

ツキノワグマの人里への出没傾向と堅果類主要 3 樹種の豊凶結果にある程度の関係性が

みられた。 

今後も主要 3樹種と出没の相関関係の強弱や、豊凶変動サイクルの解明、その他堅果

類と出没の関係性を検証するため、引き続き調査を実施する。 

 

 6-7 普及啓発 

 

 ツキノワグマに対する正確な知識がない故に生じる事故を未然に防ぐため、５－１に 

記載した内容を主としたパンフレットを作成し、地元市町村の協力のもと住民や登山者 

・キャンパー・ハイカー等に配布する。 

 

  普及啓発パンフ「奈良県のツキノワグマ」  ・・・・図８－３ 参照 

 
７．フィードバック 

 

  様々な手段によって得られた情報は、その積み重ねにより、この計画に反映させていく

ものとする。 

  また、計画の着実な実行を確保するため、本計画に基づく各対策等の進捗状況を検討 

し、必要に応じて随時計画の見直しを行うものとする。 

 
 
 
 
 



図８－１　ツキノワグマ目撃・被害状況調査票

８．関係資料

（一般用調査票）

整理番号

・できるだけ詳細に記載いただくようにお願いします。選択部分は○をつけてください。

・目撃場所等の位置図を添付して下さい。

・写真などの現場の状況がわかる資料等がございましたら、できるだけ添付をお願いします。

１．情報提供者について （必ず記入してください）

情報提供日： 年 月 日 ： 頃

提供者住所：

提供者氏名： 年齢： 電話：

２．目撃したクマについて

情報提供日： 年 月 日 ： 頃

目撃場所： 市・町・村 大字

人家からの距離：

目撃場所の座標：

子連れの有無： （子 頭）

目撃したクマのサイズ 目撃したクマの状況

（見当がつく箇所のみ、およそでご記入ください） （動きや逃げた方角、方面等を記入ください）

※目撃場所の位置図、状況の分かる写真等を添付

３．発見したクマの痕跡について

情報提供日： 年 月 日 ： 頃

発見場所： 市・町・村 大字

目撃場所の座標：

Ａ．足跡 Ｂ．爪跡 Ｃ．冬眠穴 Ｄ．クマ棚⇒樹種（　　　　　　　）

Ｅ．食べ痕⇒何を（　　　　　　　　　　　　　　）　　　 Ｆ．糞

Ｇ．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４．クマによる被害について

被害の種類： Ａ．人身 Ｂ．林業 Ｃ．農業 Ｄ．養蜂 Ｅ．その他

被害の時期： 年 月 日 ： 頃

被害場所： 市・町・村 大字

被害場所の座標：

被害の状況：

目撃場所の座標：

５．警察への通報：　　　

Ａ．有り

・クマ誘引の

原因：

(生ゴミ等）

・人家からの距離：

被害規模：

（面積など）

被害詳細：

経済的損失：

（被害金額など）

（緯度（°）、経度（°）） メッシュ番号：

（緯度（°）、経度（°）） メッシュ番号：

（緯度（°）、経度（°）） メッシュ番号：

人家からの距離：

目撃者との距離：

（緯度（°）、経度（°）） メッシュ番号：

ツキノワグマ目撃・被害情報調査票

痕跡：

Ｂ．無し

Ａ．した Ｂ．していない



市町村名 ﾒｯｼｭｺｰﾄﾞ 成獣 仔の数 計 足跡 爪跡 冬眠穴 クマ棚 食痕 糞

記入例１ 12月24日 上北山村 5136103 ○ ○ 5

〃 12月24日 上北山村 5136103 1 0 1 5

記入例２ 1月5日 十津川村 5135051 1 1 2 3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

記入者 氏名（ ） 登録番号（ ）

図８－２　クマ目撃・痕跡調査についてのお願い

回数 出猟月日
出猟区域 目撃数 クマの痕跡

共猟
者数

（狩猟者用調査票）

＜　クマ目撃・痕跡調査についてのお願い　＞

　奈良県では、平成１４年度から「奈良県ツキノワグマ保護管理計画」に基づき、ツキノワグマの被害状況
や生息状況の把握に努めています。
つきましては、その一環として、猟期におけるクマの目撃・痕跡調査を実施しますので、下記の調査票に必
要事項を記入して、猟期終了後速やかに狩猟者登録証及び狩猟鳥獣捕獲報告票と共に提出していただき
ますよう皆さんの御協力をお願いいたします。
　この調査は、猟をされる方全てを対象としています。クマを目撃された方・クマの痕跡を発見された方は、
ご協力お願いします。

　　　　　　　　　　　（調査票の記入は、狩猟グループの代表者１名のみで結構です。）

＜問い合わせ先＞
　　　奈良県食農部農業水産振興課　鳥獣対策係
　　　〒６３０－８５０１　　奈良市登大路町３０
　　　　　　　　　　　　　　℡：０７４２－２７－７４８０　（直通）

＜調査票記入上の注意事項＞

　＊ 出猟時に、クマに関する情報を得られたときには必ず記入して下さい。

　＊ 二人以上で共猟した場合は、代表者のみ記入して下さい。

　＊ 共猟者数は、記入者本人を含んだ人数です。

　＊ 一度の出猟で２地点以上の情報があった場合は、複数行に記入して下さい。

（調査票）



図８－３　普及啓発パンフ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県ツキノワグマ保護管理計画 

 

【作成主体】 

 

奈良県食農部農業水産振興課 鳥獣対策係 

 

〒630-8501 奈良市登大路町３０番地 

 

TEL:0742-27-7480   FAX:0742-22-9521 

 

mail: nogyos@office.pref.nara.lg.jp 

 

 

 


